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東京電力福島第一原子力発電夢事故を受けた      μ

福島県と国際原子力機関との間の協力に関する覚書の署名
―

椒f          ―

ミヽ
・    平成 24年 12月 15日

福  1島   県

12月 15日、
｀
福島県郡山市において、原子力安全に関する福島閣僚会議

の際に、佐藤雄平福島県知事と天野之弥国際原子力機関 (IAEA)事務

局長との間で、「東京電力福島第一原子力発電所事故を受けた福島県と国際

原子力機関との間の協力に関する覚書」への署名が行われました。   ■

本覚書は、福島県と「AEAとの間で、協力活動を行つという双方の意思

を確認するために作成されるものです。       .

本覚書には「放射線モニタリング及び除染の分野における協力に関する福

島県と国際原子力機関との間の実施取決め (※ 1)」 及び「人の健康の分野

における協力に関する福島県立医科大学と国際原子力機関との間の実施取

決め (※ 2)」 が添付されています。また、本覚書では、 lAEAは、これ

らの実施取決め及び原子力安全に関する福島閣僚会議に鑑み、福'島県にお

いて様々な協カプロジ上クトを行う意図を有し、福島県IttI A E Aと の協

働活動の円滑な実施を確保するように同活動に従事する意図を有している

ことに言及しています9   、

tさ
らに、本覚書では、東京電力福島第r原子力発電所事故を踏まえて、「緊

急事態の準備及び対応の分野における協力に関する日本国外務省と国際原

子力機関との間の実施取決め
'(※

3)」 が作成されたこと、並びに、同取決

めに基づいて行われる訓練活動Ⅲ福島県に保管される機材、及びその保管

施設が、それら全体で「 IAEA緊急時対応能力研修センタi」 と称され

ることに言及しています。  ́                 ′

5。 本覚善で言及されている、福島県における IA_EAの協カプロジェクトの
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概要は別添のフアクトンートのとおりです。

※ 1

※ 2

※ 3

「放射線千二タリング及ぴ除器の分野半おけるぃ力に関する福島県と国

際原子力機関との間の実施取決め」   I`        ｀

本実施取決めは、放射線モニタリング及び除染の分野における福島県

とIAEAとの間の協力に関する枠組みを定めるものであり、①放射線

モニタリシグに関する調査研究、②オフサイト除染に蘭する調査研事及

び③放射性廃棄物管理にBgする調査研究を協力の範囲として特車して

いる。                   1

「人の健康の分野における協力に関する福島県立医科大学と国際原子力

機関との間の実施取決め」

本実施取決めは、人の健康の分野における福島県立医科大学と IAE

Aとの間の協力に関する枠組みを定めるものであり、①健康管理調査、

②能力開発及び研究、′啓発の強化並びに④専門家による支援及び情報

の交換を協力の範囲として特定している。  
｀

「緊急事態の準備及び対応の分野における協力に関する日本国外務省と

国際原子力機関との間の実施取決め」

1本
実施取決めは、緊急事態の準備及び対応の分野におイする外務省仁 i

AEAとの間の協力のための枠組みを定めるものであり、① IAEAの

放射線モニタリング機材の調達と同機材の福島県における保管、②地方、

国及び国際的な専門家のため9研修等の実施、③アジァ太平群地域にお

いて、原子力緊急事態を避けるためのあらゆる努力にもかかわらず同事

態が発生した場合における同機材の使用を協力の範囲として特定して

いると
.    (以

上)
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12月 15日 (土)の覚書Ω

(フ アクトシート)

福島県におけるlAEA協ガプロジェクト    
｀

′                   ヽ、

1.放射線モニタリング及び除染

(1)福島における除染                      r
‐ 技術的アドバイスのため IAEA及び国際的な専門家から構成される I

AEAミ ッションを派遣する。

■ 地元におけるワークショップの開催を通じた、環境モニタリング、被ば

く経路調査、被ばくを低減させ又は回避する可能性、日常生活のための

放射線安全、住民の帰退等に関する支援を行う。 |

(ぞ )除染活動から生じた放射性廃棄物の管理     す

― 技術的アド′ヽイスのため IAEA及び国際的な専門家から構成される I

AEAミ ッションを派遣する。       1 イ

ィ (地元及び政府の関係機関との意見交換を通じた、放射性廃棄物の保管、

放射性廃棄物の処理、放射性廃棄物を取り扱う際の放射lth被ばく等に関

する支援を行う。       i
(3)無人航空機 (UAV)による環境マッピング技術の活用

一 福島におけるモニタリングに使用するため、UAVに搭載した可動型ガ

ンマ線分光システムのプロトタィプを開発する。

一 専門家会合を開催し7イ ールドテストを実施すると研修及び技術的支援

を実施する。
′

(4)分かりやすいマップ作成のための放射線モニタリング ロデータ活用上の

支援|                _
■ 放射線モニタリング ロデータ活用上の技術的アドバイスのため、 IAE

A及び国際的な専門家から構成される IAEAミ ッションを派遣する。

(5)放射線安全及びモニタリング ロプロジェクトの管理支援

― 福島と IAEAとの協カプロジェクトを調整するため、福島における I

AEAの連絡役として、 lAEA専 門家を任命し、必要に応じて技術的

アドバイスを提供する。   ′
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■                     ′

2.人の健康      l
(1)医療関連専門家及び医学生の能力開発による放射線医学教育の強化

｀`
 代学において関連する国際シンポジウム及- 2013年 末に福島県立医科ラ

びその他の技術会合を開催する。‐ ,

(2)心的外傷後ストレス障害を含む放射線災害医療における研究協力の強化

― 医療関連専門家ワーキング Iグループを設置する。
|= 

原子力事故後の放射線、健康及び社会リスクに関する国際データベース  ヽ

を構築する。

(3)原子力又は放射線緊急事態の際に支援を行う医学物理士のための具体的 ヽ

そ   な トレーニング Bパ ッケージの作成
…

、一 医学物理士のための具体的な トレーニング Dパ ツケージを準備し、 eラ

ーニング教材を作成し配布する。         ■

― トレーニング・パッケージ作成のための会合及びワークショウプを開催

する。      .                 ―      '

3.RAN ttT(緊急時対応ネットワーク)

(1)能力研修センター (CBC)｀ 一

i一 地元、国内及び国際的な参加者に対し、緊急事態の準備及び対応 (EP
R)上の分野における訓練活動を行うため、福島において「 IAEA緊急

時対応能力研修センター」を指定する。現時点で、少なくとも、地元又

1ま国内の参加者のための年 1回のコース及び国際的な参加者のための年

、r  2回のコースを5年間実施することが想定されている。
イ

ー 放射線モニタリング機材を保管し、同機材を研修活動に活用し、またt

アジア太平洋地域において、原子力緊急事態を避けるためのあらゆる努

力にもかかわらず同事態が発生した場合にIAEAが同機材を展開する。

(2)RANETワークショップ

…   … 2013年 に福島で RANET国 際ワークショウプを開催する。

,                        (以 上)
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＼

福島県とIAEAとの間の協力に関する覚書の概要 7ヽ留智μ堰
12月 15日 (土 )の覚書の署名後、使用可。

※RANET(RespOnse and Asshtance Netwo「 k)とは、IAEAにおいて、原子力事故又は放射線緊急事態発生時の国際的な支
援の枠組みとして構築された、緊急時対応援助ネットワーク。

＼

特
①荏療関連奪門塚茂び医学生の能力開発による放射線医学教育め―強化・

~:
‐
②心的外傷後ズドレス障害お む放射線焚害医療における研究協力の強化
③原子力又は放射線緊急事態の際に支援を行う医学物理士のための具1体的な

トレーニング・パッケエジの作成

外 務 省 とIAEAと の 間 の 実 施 取 決 め (協 力分 野 :緊 急 時 対 応 )


